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提 言 書 

 

本市議会では、令和７年８月27日から９月30日までの間、令和６年度一般会

計の決算に関する事項について審査を行った。当決算審査の内容を踏まえ、以

下のとおり提言する。 

 

１ 教育環境の充実について 

これまで当市議会からは、「学校施設の維持修繕費の拡充」、「不登校対策の充

実」をはじめ、教育環境の充実に関して提言を行ってきた。学校は全ての児童生

徒が自立して社会で生き、個人として豊かな人生を送ることができるよう、そ

の基礎となる力を培う場であり、児童生徒の豊かな学びと成長を保障する場で

あることから、当局は様々な課題に対し鋭意取り組まれている。しかしながら、

厳しい財政状況のもと、学校が抱える課題が複雑化・困難化している中、引き続

き取り組んでいくべき課題は数多く積み残されている。 

「学校施設の維持修繕費の拡充」に関しては、限られた予算の中で優先順位

をつけ対応していることは承知しているが、既存設備の不具合やトイレの洋式

化に対して、児童生徒及び保護者から早期対応を望む声は大きい。また、特別教

室等への空調設備設置の早期実現は、厳しさを増す夏の猛暑を踏まえ、熱中症

対策、快適な学習環境及び地域防災強化の面から喫緊の課題であると考える。

可能なものには中期計画策定を行い、予算拡充も含め、より一層の取組に努め

られたい。 

「不登校対策の充実」に関しては、様々な困難を抱えた児童生徒が、将来の社

会的な自立に向け、自分のペースで学びを進めていくことが出来る多様な学び

の場の確保に向け、人員増加も含め、さらなる充実した取組が強く求められて

いる。 

「教育は国家百年の大計」。当市の未来を担う全ての児童生徒が、安全安心に

学べる教育環境を整えるため、より一層の取組に努められたい。 

 

２ 森林環境譲与税を財源とする森林・林業関係事業の拡充について 

令和６年度決算において、当市には森林環境譲与税81,756千円が交付されて

いるが、そのうち45,675千円が事業執行の残額として「木でつくる未来基金」に

積み立てられており、事業への充当率は44.1％となっている。森林環境譲与税

は、森林経営管理制度に基づき、森林所有者の意向調査、測量、集積等により荒

廃森林の整備を促進するとともに、広く林業振興や森林環境への啓発等に活用

するための目的税である。当市ではこれまで、ぬくもりのある森林づくり事業

等による間伐を主体とした森林整備に充当されてきたが、過去３年の充当率は、

平均で55％に留まっている。この状況では、森林環境譲与税の本来の目的を達

成しているとは言い難い。 

  ついては、令和８年度以降、森林経営管理制度に着実に取り組むとともに、林

道整備、人材育成、里山整備、災害対策及び森林環境教育など幅広く森林整備や

林業振興に係る事業に森林環境譲与税を有効活用するよう努められたい。 



また、今年度で第２期が終了する予定の「森林（もり）づくり県民税」を財源

とする県の「森の力再生事業」については、当市の森林整備に成果を挙げてきた

ものの、未整備の森林は広範囲にわたっており、今後とも整備を進めていく必

要があることから、当該事業の継続を県に対して強く求めていくことを併せて

要望する。 

 

３ 茶業への支援の拡充について 

当市の主要農産物である「お茶」は、生産農家の高齢化や茶価の低迷により生

産量が急激に減少している。令和７年の静岡県の一番茶の荒茶生産量は、初め

て鹿児島県に抜かれ、第２位に転落した。また、国内でのリーフ茶の消費が減少

している中、国内外での抹茶ブームにより碾茶への需要が拡大しているが、本

県では碾茶生産への切替えが遅れている。 

昨年度、当市議会では、掛川市、菊川市、牧之原市、島田市の４市で茶業振興

情報交換会を開催し、今後の茶業の在り方や適切な施策・事業の実施などにつ

いて検討を行った。その中で、消費者の嗜好の多様化や抹茶ブームの今後の状

況を検討した上で、茶業振興のための施策に取り組んでいく必要性が指摘され

た。 

当市では、生産効率の向上を目的に、茶畑の集積基盤整備により規模の拡大

化が進められてきた。一方で、市内では組合等による共同の茶工場で荒茶が生

産されてきたが、担い手の高齢化を理由として組合員が減少し、茶工場の稼働

率が低下するなど運営が難しくなり、閉鎖を余儀なくされる茶工場も出てきて

いる。 

ついては、茶工場の再編につながる施策の構築とともに、抹茶や紅茶などの

煎茶以外のお茶、あるいは特色ある緑茶を生産するシステムの導入又は更新の

支援を充実させるよう努められたい。 

 

４ シティプロモーションについて 

島田市緑茶化計画を旗印にシティプロモーションを始めてから早10年。東京

駅や2025大阪・関西万博での出展を通じて、当市のプロモーションに力を入れ

てきた。さらに、現在では下北沢のSHIMOKITA COLLEGEにて島田市緑茶化計画を

コンセプトとした店舗を出展しており、首都圏に向けて当市を知ってもらう

ツールとなっている。シティプロモーションは始めてすぐに効果が出るもので

はないため、今までに様々な取組を試みているところであるが、10年が経過し

た今、効果を検証し、評価をするべきであると考える。 

また、島田市緑茶化計画として精力的に市外に発信しているが、市民や市内

事業者に対し、このプロモーション活動の内容までが浸透しているとは言い難

い現状にある。当市を訪れた人が「島田はお茶の街である」と実感できるような

おもてなしの風土を、改めて市内で醸成することが必要であると考える。 

そこで、シティプロモーションに関し、以下２点について要望する。 

 

(1) シティプロモーションについて、この10年間の効果の検証及び評価を行う

こと。 



(2) 市民や市内事業者に対し、改めてシティプロモーションの内容を浸透させ

るよう努めること。 

 


